
２３．実質経済成長率
（単位：％）　

実質経済成長率 ４２都道府県がプラス成長
平成29年度

1 8 茨 城 県 6.3 
2 6 山 形 県 5.5 
3 10 群 馬 県 3.9 となった。
3 18 福 井 県 3.9 
3 19 山 梨 県 3.9 
6 5 秋 田 県 3.6 
7 11 埼 玉 県 3.5 
7 ○44 大 分 県 3.5 
9 9 栃 木 県 3.1 
10 25 滋 賀 県 3.0 
11 23 愛 知 県 2.9 
11 27 大 阪 府 2.9 
13 31 鳥 取 県 2.8 
13 ○43 熊 本 県 2.8 
15 20 長 野 県 2.7 
15 21 岐 阜 県 2.7 
15 ○46 鹿児島県 2.7 
18 35 山 口 県 2.6 
18 38 愛 媛 県 2.6 
20 12 千 葉 県 2.5 
21 16 富 山 県 2.4 
21 ○41 佐 賀 県 2.4 
23 ○40 福 岡 県 2.3 
24 14 神奈川県 2.2 
24 28 兵 庫 県 2.2 
24 33 岡 山 県 2.2 
27 3 岩 手 県 2.1 
27 36 徳 島 県 2.1 

全 国 1.9 
29 22 静 岡 県 1.9 
29 24 三 重 県 1.9 
31 26 京 都 府 1.8 
32 17 石 川 県 1.7 
33 15 新 潟 県 1.5 
33 29 奈 良 県 1.5 ○資料出所
33 37 香 川 県 1.5 内閣府経済社会総合研究所
33 ○47 沖 縄 県 1.5 「県民経済計算」 「国民経済計算」
37 1 北 海 道 1.3 
38 ○45 宮 崎 県 1.2 ○調査時点
39 13 東 京 都 0.8 平成２9年度
40 4 宮 城 県 0.5 
40 34 広 島 県 0.5 ○算出方法等
42 39 高 知 県 0.4 実質経済成長率＝
43 ◎42 長 崎 県 △ 0.2 県内総生産（生産側）（実質）の
44 7 福 島 県 △ 0.8 対前年度増減率
45 32 島 根 県 △ 1.0 ○備考
46 2 青 森 県 △ 2.4 国とは、国民経済計算の実質経済成長率である。
47 30 和歌山県 △ 4.9 

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

で、前年度を１.５ポイント下回り２年連続のマイナス成長
物価変動を除いた本県の実質経済成長率は△０.２％
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２４．県民所得（１人当たり）
（単位：千円）　
人口1人当たり 全国で４１番目
平成29年度（2017）

1 13 東 京 都 5,427 　 本県の人口1人当たり県民所得は、２,５７１千円（対前
2 23 愛 知 県 3,685 年度比２.２％増）で、全国で４１番目となっている。
3 9 栃 木 県 3,413 　 なお、１人当たり国民所得は３,１９０千円（対前年度比
4 22 静 岡 県 3,388 ３.５％増）となっている。
5 10 群 馬 県 3,325 　 また、国に対する割合は、８０.６％となっている。
6 16 富 山 県 3,319
7 8 茨 城 県 3,306
8 25 滋 賀 県 3,290
9 18 福 井 県 3,265
10 35 山 口 県 3,258
11 14 神奈川県 3,227
12 12 千 葉 県 3,193

全 国 3,190
13 27 大 阪 府 3,183
14 34 広 島 県 3,167
15 24 三 重 県 3,111
16 36 徳 島 県 3,091
17 11 埼 玉 県 3,067
18 26 京 都 府 3,018
19 37 香 川 県 3,018
20 19 山 梨 県 2,973
21 7 福 島 県 2,971
22 28 兵 庫 県 2,966
23 17 石 川 県 2,962
24 4 宮 城 県 2,944
25 20 長 野 県 2,940
26 6 山 形 県 2,923
27 ○40 福 岡 県 2,888
28 15 新 潟 県 2,873
29 21 岐 阜 県 2,849 ○資料出所
30 33 岡 山 県 2,839 内閣府経済社会総合研究所
31 30 和歌山県 2,797 「県民経済計算」、「国民経済計算」
32 3 岩 手 県 2,772
33 38 愛 媛 県 2,741 ○調査時点
34 ○44 大 分 県 2,710 平成２９年度
35 5 秋 田 県 2,699
36 1 北 海 道 2,682 ○算出方法等
37 39 高 知 県 2,650 県民所得(人口１人当たり)＝県民所得÷総人口
38 ○41 佐 賀 県 2,630
39 ○43 熊 本 県 2,613 国民所得(人口１人当たり)＝国民所得÷総人口
40 29 奈 良 県 2,600 （推計人口月初人口の単純平均）
41 ◎42 長 崎 県 2,571
42 32 島 根 県 2,553 県民所得＝県民雇用者報酬+財産所得+企業所得
43 ○46 鹿児島県 2,492 　　　　　　　　　　　　　
44 2 青 森 県 2,490 ○備考
45 ○45 宮 崎 県 2,487 「国」とは、平成２９年度国民経済計算（０８ＳＮＡ・
46 31 鳥 取 県 2,485 平成２３年基準）の１人当たりの国民所得である。
47 ○47 沖 縄 県 2,349

順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等
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２５．県内総生産額
（単位：１０億円）　
県内総生産額 ３年ぶりのプラス
平成29年度（2017）

全 国 547,409
1 13 東 京 都 106,238
2 23 愛 知 県 40,300
3 27 大 阪 府 40,070
4 14 神奈川県 35,590
5 11 埼 玉 県 23,431
6 28 兵 庫 県 21,329
7 12 千 葉 県 21,107
8 ○40 福 岡 県 19,679
9 1 北 海 道 19,430
10 22 静 岡 県 17,277
11 8 茨 城 県 13,808
12 34 広 島 県 11,791
13 26 京 都 府 10,800
14 4 宮 城 県 9,464
15 9 栃 木 県 9,151
16 15 新 潟 県 8,994
17 10 群 馬 県 8,970
18 20 長 野 県 8,442
19 24 三 重 県 8,227
20 7 福 島 県 8,064
21 33 岡 山 県 7,813
22 21 岐 阜 県 7,769
23 25 滋 賀 県 6,533
24 35 山 口 県 6,413
25 ○43 熊 本 県 6,060
26 ○46 鹿児島県 5,504
27 38 愛 媛 県 5,150
28 17 石 川 県 4,676
29 3 岩 手 県 4,651
30 16 富 山 県 4,584
31 ◎42 長 崎 県 4,576
32 ○44 大 分 県 4,510
33 2 青 森 県 4,443
34 ○47 沖 縄 県 4,414 ○資料出所
35 6 山 形 県 4,267 内閣府経済社会総合研究所
36 37 香 川 県 3,846 「県民経済計算」、「国民経済計算」
37 ○45 宮 崎 県 3,763
38 29 奈 良 県 3,695 ○調査時点
39 5 秋 田 県 3,563 平成２９年度
40 30 和歌山県 3,473
41 19 山 梨 県 3,432 ○備考
42 18 福 井 県 3,324 ・ 「国」とは、平成２９年度国民経済計算（０８ＳＮＡ・
43 36 徳 島 県 3,157 平成２３年基準）の国内総生産である。
44 ○41 佐 賀 県 2,945 ・ 県内総生産額とは、
45 32 島 根 県 2,473    産出額－原材料・光熱水費等
46 39 高 知 県 2,429 =新たに生み出された付加価値
47 31 鳥 取 県 1,897
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

平成２９年度の本県の県内総生産額は、４５,７５８

なお、１人当たり県内総生産額は、３,３７９千円で
億円で全国３１位であった。

全国４３位となっている。



２６．就業率
（単位：％）　
就業率 全国を上回った就業率

平成27年（2015）

1 18 福 井 県 59.24
2 20 長 野 県 59.01 九州を１．０４ポイント上回っている。
3 22 静 岡 県 58.35
4 16 富 山 県 58.04
5 21 岐 阜 県 57.95
6 17 石 川 県 57.86
7 ○41 佐 賀 県 57.59
8 23 愛 知 県 57.51
9 32 島 根 県 57.21
10 6 山 形 県 57.14
11 3 岩 手 県 56.74
12 31 鳥 取 県 56.71
13 25 滋 賀 県 56.71
14 10 群 馬 県 56.63
15 15 新 潟 県 56.52
16 19 山 梨 県 56.51
17 9 栃 木 県 56.31
18 24 三 重 県 55.85
19 8 茨 城 県 55.60
20 7 福 島 県 55.46
21 11 埼 玉 県 55.35
22 33 岡 山 県 54.96
23 ○45 宮 崎 県 54.91
24 34 広 島 県 54.85
25 2 青 森 県 54.49
26 ○43 熊 本 県 54.32
27 37 香 川 県 54.26
28 ◎42 長 崎 県 54.15
29 ○44 大 分 県 54.13
30 4 宮 城 県 53.94
31 38 愛 媛 県 53.86
32 12 千 葉 県 53.69

全 国 53.68
33 ○46 鹿児島県 53.48
34 26 京 都 府 53.17
35 5 秋 田 県 53.15
36 30 和歌山県 52.86
37 35 山 口 県 52.60
38 14 神奈川県 52.16 ○資料出所
39 36 徳 島 県 52.04 総務省　「国勢調査報告」
40 ○40 福 岡 県 51.67
41 28 兵 庫 県 51.32 ○調査時点
42 1 北 海 道 51.27 平成２７年１０月１日
43 39 高 知 県 50.72
44 ○47 沖 縄 県 50.38 ○算出方法等
45 13 東 京 都 49.91 就業率＝就業者数÷１５歳以上人口×１００
46 29 奈 良 県 49.85
47 27 大 阪 府 49.58

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

就業率は、５４．１５％と、全国より０．４７ポイント高く
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２７． 高校卒業者の県内就職率
（単位：％）　
県内就職率 県内就職率は６割を超える
令和元年（2019）

1 23 愛 知 県 95.9
2 16 富 山 県 95.3
3 1 北 海 道 91.7
4 25 滋 賀 県 91.5
5 27 大 阪 府 91.0
6 17 石 川 県 91.0
7 22 静 岡 県 90.9
8 18 福 井 県 90.1
9 20 長 野 県 89.8
10 13 東 京 都 89.7
11 15 新 潟 県 89.3
12 10 群 馬 県 89.2
13 19 山 梨 県 88.2
14 37 香 川 県 87.8
15 34 広 島 県 86.1
16 8 茨 城 県 85.8
17 24 三 重 県 84.4
18 28 兵 庫 県 83.7
19 7 福 島 県 82.8
20 33 岡 山 県 81.2
21 35 山 口 県 81.1
22 26 京 都 府 81.0
23 4 宮 城 県 80.7

全 国 80.6
24 9 栃 木 県 80.0
25 ○40 福 岡 県 79.1
26 12 千 葉 県 78.8
27 14 神奈川県 78.7
28 6 山 形 県 77.9
29 30 和歌山県 77.4
30 31 鳥 取 県 77.2
31 38 愛 媛 県 77.0
32 36 徳 島 県 75.2
33 21 岐 阜 県 75.2
34 ○44 大 分 県 73.8
35 32 島 根 県 73.4
36 11 埼 玉 県 71.1
37 ○47 沖 縄 県 69.6
38 3 岩 手 県 68.7 ○資料出所
39 39 高 知 県 67.3 文部科学省　「学校基本調査報告書」
40 5 秋 田 県 65.3
41 ◎42 長 崎 県 61.1 ○調査時点
42 ○43 熊 本 県 59.5 令和元年５月１日（平成３１年３月卒業者）
43 29 奈 良 県 59.2
44 ○45 宮 崎 県 57.9 ○算出方法等
45 ○41 佐 賀 県 56.9 県内就職率＝
46 ○46 鹿児島県 54.9 （就職者数－県外就職者数）÷就職者数×１００
47 2 青 森 県 54.4
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資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の令和元年高校卒業者県内就職率は６１.１％
で、平成２７年に６割を下回ったものの平成２８年に再度

く、以下愛知県１５.７％、東京都１５.３％と続いている。
県外就職先の都道府県は、福岡県が２９.５％と最も多
６割を超え、全国４ １位であった。
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２８．就業者割合（第１次産業）
（単位：％）　
就業者割合 第１次産業就業者割合は前回調査に引き続き下落傾向
平成27年（2015）

1 2 青 森 県 12.4
2 39 高 知 県 11.8
3 ○45 宮 崎 県 11.0
4 3 岩 手 県 10.8
5 ○43 熊 本 県 9.8
6 5 秋 田 県 9.8
7 ○46 鹿児島県 9.5
8 6 山 形 県 9.4
9 20 長 野 県 9.3
10 31 鳥 取 県 9.1
11 30 和歌山県 9.0
12 ○41 佐 賀 県 8.7
13 36 徳 島 県 8.5
14 32 島 根 県 8.0
15 38 愛 媛 県 7.7
16 ◎42 長 崎 県 7.7
17 1 北 海 道 7.4
18 19 山 梨 県 7.3
19 ○44 大 分 県 7.0
20 7 福 島 県 6.7
21 8 茨 城 県 5.9
22 15 新 潟 県 5.9
23 9 栃 木 県 5.7
24 37 香 川 県 5.4
25 10 群 馬 県 5.1
26 ○47 沖 縄 県 4.9
27 35 山 口 県 4.9
28 33 岡 山 県 4.8
29 4 宮 城 県 4.5

全 国 4.0
30 22 静 岡 県 3.9
31 18 福 井 県 3.8
32 24 三 重 県 3.7
33 16 富 山 県 3.3 ○資料出所
34 34 広 島 県 3.2 総務省　「国勢調査報告」
35 21 岐 阜 県 3.2
36 17 石 川 県 3.1 ○調査時点
37 12 千 葉 県 2.9 平成２７年１０月１日
38 ○40 福 岡 県 2.9
39 25 滋 賀 県 2.7 ○算出方法等
40 29 奈 良 県 2.7 就業者割合＝
41 26 京 都 府 2.2 第１次産業就業者数÷就業者数×１００
42 23 愛 知 県 2.2
43 28 兵 庫 県 2.1 ○備考
44 11 埼 玉 県 1.7 グラフの数値は、各調査年の調査結果を基にした
45 14 神奈川県 0.9 計算結果であり、産業分類の遡及改訂は行なって
46 27 大 阪 府 0.6 いない。
47 13 東 京 都 0.4

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の第1次産業就業者割合は７．7％で、全国に
比べ３．7ポイント高く、全国１６位である。
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２９．就業者割合（第２次産業）
（単位：％）　

就業者割合 全国より低い第２次産業就業者割合
平成27年（2015）

1 25 滋 賀 県 33.8   本県の第２次産業就業者割合は２０．１％で、全国より
2 16 富 山 県 33.6 ４．９ポイント低く、全国４２位となっている。
3 23 愛 知 県 33.6
4 22 静 岡 県 33.2
5 21 岐 阜 県 33.1
6 24 三 重 県 32.0
7 9 栃 木 県 31.9
8 10 群 馬 県 31.8
9 18 福 井 県 31.3
10 7 福 島 県 30.6
11 8 茨 城 県 29.8
12 20 長 野 県 29.2
13 6 山 形 県 29.1
14 15 新 潟 県 28.9
15 17 石 川 県 28.5
16 19 山 梨 県 28.4
17 33 岡 山 県 27.4
18 34 広 島 県 26.8
19 35 山 口 県 26.1
20 28 兵 庫 県 26.0
21 37 香 川 県 25.9
22 3 岩 手 県 25.4

全 国 25.0
23 11 埼 玉 県 24.9
24 5 秋 田 県 24.4
25 27 大 阪 府 24.3
26 38 愛 媛 県 24.2
27 ○41 佐 賀 県 24.2
28 36 徳 島 県 24.1
29 26 京 都 府 23.6
30 4 宮 城 県 23.4
31 ○44 大 分 県 23.4
32 29 奈 良 県 23.4
33 32 島 根 県 23.0 ○資料出所
34 14 神奈川県 22.4 総務省　「国勢調査報告」
35 30 和歌山県 22.3
36 31 鳥 取 県 22.0 ○調査時点
37 ○40 福 岡 県 21.2 平成２７年１０月１日
38 ○45 宮 崎 県 21.1
39 ○43 熊 本 県 21.1 ○算出方法等
40 12 千 葉 県 20.6 就業者割合＝
41 2 青 森 県 20.4 第２次産業就業者数÷就業者数×１００
42 ◎42 長 崎 県 20.1
43 ○46 鹿児島県 19.4 ○備考
44 1 北 海 道 17.9 グラフの数値は、各調査年の調査結果を基にした
45 13 東 京 都 17.5 計算結果であり、産業分類の遡及改訂は行なって
46 39 高 知 県 17.2 いない。
47 ○47 沖 縄 県 15.1

順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等
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３０．就業者割合（第３次産業）
（単位：％）　

就業者割合 増加する第３次産業就業者割合
平成27年（2015）

1 13 東 京 都 82.1
2 ○47 沖 縄 県 80.0
3 14 神奈川県 76.7
4 12 千 葉 県 76.5
5 ○40 福 岡 県 75.9
6 27 大 阪 府 75.1
7 1 北 海 道 74.7
8 26 京 都 府 74.1
9 29 奈 良 県 73.9
10 11 埼 玉 県 73.4
11 ◎42 長 崎 県 72.2
12 4 宮 城 県 72.1
13 28 兵 庫 県 71.9
14 ○46 鹿児島県 71.1

全 国 71.0
15 39 高 知 県 71.0
16 34 広 島 県 70.0
17 ○44 大 分 県 69.6
18 ○43 熊 本 県 69.1
19 32 島 根 県 69.0
20 31 鳥 取 県 69.0
21 35 山 口 県 69.0
22 37 香 川 県 68.7
23 30 和歌山県 68.7
24 17 石 川 県 68.3
25 38 愛 媛 県 68.0
26 ○45 宮 崎 県 67.9
27 33 岡 山 県 67.8
28 36 徳 島 県 67.4
29 2 青 森 県 67.2
30 ○41 佐 賀 県 67.1
31 5 秋 田 県 65.8
32 15 新 潟 県 65.2
33 18 福 井 県 65.0 ○資料出所
34 8 茨 城 県 64.4 総務省　「国勢調査報告」
35 23 愛 知 県 64.3
36 19 山 梨 県 64.3 ○調査時点
37 24 三 重 県 64.3 平成２７年１０月１日
38 3 岩 手 県 63.8
39 21 岐 阜 県 63.7 ○算出方法等
40 25 滋 賀 県 63.4 就業者割合＝
41 10 群 馬 県 63.1 第３次産業就業者数÷就業者数×１００
42 16 富 山 県 63.1
43 22 静 岡 県 62.9 ○備考
44 7 福 島 県 62.6 グラフの数値は、各調査年の調査結果を基にした
45 9 栃 木 県 62.4 計算結果であり、産業分類の遡及改訂は行なって
46 20 長 野 県 61.6 いない。
47 6 山 形 県 61.5
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

本県の第３次産業就業者割合は７２．２％で、全国よ

第３次産業は増加傾向が続いており、就業者に占め
る割合は平成２７年調査において、全国的に増加した。

り１．２ポイント高く、全国１１位である。
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３１．所定内給与額
（単位：千円）　

一般労働者１人当たり 全国の８１.１％
令和元年（２０１９）

1 13 東 京 都 379.0 本県の令和元年６月の所定内給与額は、２４９.６千円で
2 14 神奈川県 341.1 あった。
3 27 大 阪 府 332.2 これは、全国の３０７.７千円の８１.１％にあたり、金額
4 23 愛 知 県 318.5 にして、５８.１千円少ない。

全 国 307.7
5 28 兵 庫 県 305.3
6 29 奈 良 県 304.4
7 12 千 葉 県 303.1
8 11 埼 玉 県 301.7
9 34 広 島 県 301.1
10 26 京 都 府 301.0
11 25 滋 賀 県 298.8
12 8 茨 城 県 298.7
13 24 三 重 県 296.3
14 9 栃 木 県 292.6
15 ○40 福 岡 県 290.5
16 10 群 馬 県 287.4
17 4 宮 城 県 287.3
18 22 静 岡 県 287.1
19 20 長 野 県 283.5
20 17 石 川 県 282.8
20 21 岐 阜 県 282.8
22 19 山 梨 県 282.3
23 1 北 海 道 280.8
24 33 岡 山 県 280.6
25 35 山 口 県 279.0
26 30 和歌山県 278.5
27 16 富 山 県 277.1
28 18 福 井 県 276.4
29 36 徳 島 県 275.4
30 37 香 川 県 272.6 資料出所・調査時点・算出方法等
31 39 高 知 県 266.0 ○資料出所
32 15 新 潟 県 263.6 　　厚生労働省
33 7 福 島 県 261.1 　　「賃金構造基本統計調査」
34 ○44 大 分 県 260.3
35 38 愛 媛 県 259.8 ○調査時点
36 ○43 熊 本 県 258.8 　　令和元年７月
37 32 島 根 県 258.6
38 ○46 鹿児島県 257.3 ○算出方法等
39 31 鳥 取 県 251.6
40 ○47 沖 縄 県 251.3
41 ◎42 長 崎 県 249.6
42 ○41 佐 賀 県 249.4
43 3 岩 手 県 245.7
44 6 山 形 県 245.3
45 5 秋 田 県 243.9 ○備考
46 ○45 宮 崎 県 243.0 　　１０人以上の常用労働者を雇用する事業所につい
47 2 青 森 県 239.0 　　ての標本調査結果である。

順位 都道府県名

　　「所定内給与額」とは、労働契約等であらかじめ定め
　られている支給条件、算定方法により６月分として支
　給された現金給与額のうち、超過労働給与額（時間外
　勤務手当等）を差し引いた額で、所得税等を控除する
　前の額
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３２．高校新卒者の初任給（男女別）
（単位：千円） （単位：千円）

男子は下降、女子は上昇
順位 金額 順位 金額

1 25 滋 賀 県 178.1 1 13 東 京 都 180.2
2 27 大 阪 府 177.2 2 14 神奈川県 176.1
3 13 東 京 都 176.9 3 12 千 葉 県 175.6
4 14 神奈川県 175.4 4 27 大 阪 府 173.5
5 11 埼 玉 県 174.8 5 11 埼 玉 県 171.4 （全国４２位）となっている。
6 12 千 葉 県 173.5 6 28 兵 庫 県 170.4
7 8 茨 城 県 171.9 7 23 愛 知 県 168.7 下回っている。
7 23 愛 知 県 171.9 7 24 三 重 県 168.7
9 29 奈 良 県 171.8 9 26 京 都 府 167.6
9 34 広 島 県 171.8 10 25 滋 賀 県 167.2
11 24 三 重 県 171.5 11 19 山 梨 県 166.4
12 22 静 岡 県 171.3 12 29 奈 良 県 166.3
13 28 兵 庫 県 170.9 13 10 群 馬 県 166.2
14 26 京 都 府 170.8 14 22 静 岡 県 165.9
15 19 山 梨 県 170.2 15 16 富 山 県 165.2
16 16 富 山 県 169.0 全 国 164.6

全 国 168.9 16 ○44 大 分 県 164.6
17 21 岐 阜 県 168.3 17 37 香 川 県 164.5
18 10 群 馬 県 168.2 18 8 茨 城 県 164.4
18 17 石 川 県 168.2 19 34 広 島 県 163.8
20 38 愛 媛 県 167.9 20 21 岐 阜 県 163.3
21 18 福 井 県 167.7 21 18 福 井 県 163.2
22 35 山 口 県 167.6 22 17 石 川 県 162.5
23 9 栃 木 県 167.4 23 20 長 野 県 162.1
24 15 新 潟 県 167.0 24 32 島 根 県 161.2
25 4 宮 城 県 166.8 25 33 岡 山 県 160.8
25 20 長 野 県 166.8 25 ○40 福 岡 県 160.8
27 33 岡 山 県 166.7 27 7 福 島 県 160.7
28 ○44 大 分 県 165.9 28 35 山 口 県 160.1
29 37 香 川 県 164.9 29 4 宮 城 県 158.9
30 ○40 福 岡 県 164.1 30 9 栃 木 県 158.3
31 32 島 根 県 163.9 31 15 新 潟 県 158.1
32 30 和歌山県 163.6 32 36 徳 島 県 157.3
33 7 福 島 県 163.5 33 ○43 熊 本 県 157.0
34 1 北 海 道 161.2 34 30 和歌山県 156.8
35 ○41 佐 賀 県 159.9 35 6 山 形 県 154.8
36 39 高 知 県 159.5 36 31 鳥 取 県 154.7
37 ○43 熊 本 県 159.1 37 1 北 海 道 153.6
38 ○46 鹿児島県 159.0 38 ○46 鹿児島県 153.5
39 31 鳥 取 県 158.9 39 ○41 佐 賀 県 152.8 ○資料出所
40 ◎42 長 崎 県 158.3 39 ○45 宮 崎 県 152.8 厚生労働省
41 6 山 形 県 158.2 41 39 高 知 県 151.3 　「賃金構造基本統計
42 36 徳 島 県 157.9 42 ◎42 長 崎 県 149.8 　　 調査報告」
43 ○45 宮 崎 県 157.1 43 38 愛 媛 県 149.6 ○調査時点
44 3 岩 手 県 153.9 44 2 青 森 県 149.4 令和元年
45 2 青 森 県 151.7 45 5 秋 田 県 148.8
46 5 秋 田 県 150.5 46 3 岩 手 県 146.2 ○備考
47 ○47 沖 縄 県 147.1 47 ○47 沖 縄 県 142.9 企業規模１０人以上の事業所

子が１４９.８千円で全国比９１.０％

男女ともに依然として全国平均を
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３３．月間実労働時間数
（単位：時間）　

常用労働者１人平均 月間総労働時間は１５０.９時間
平成３０年（２０１８）

1 ○41 佐 賀 県 158.8 　本県の常用労働者30人以上の事業所の平成３０年
2 6 山 形 県 158.2 平均の月間実労働時間数は、１５０.９時間で、全国の
3 7 福 島 県 157.9 １４７.４時間に比べ３.５時間長くなっている。
4 2 青 森 県 156.7 　本県の労働時間の推移をみると、平成27年に大幅
5 18 福 井 県 155.5 に増加し、横ばいで推移していたが、５年ぶりに減少
6 3 岩 手 県 155.1 した。
6 31 鳥 取 県 155.1
8 16 富 山 県 154.8
9 5 秋 田 県 154.7
10 17 石 川 県 154.4
11 10 群 馬 県 154.3
12 ○44 大 分 県 153.5
13 34 広 島 県 153.3
14 36 徳 島 県 152.9
15 ○43 熊 本 県 152.3
16 20 長 野 県 152.0
17 9 栃 木 県 151.6
17 35 山 口 県 151.6
19 8 茨 城 県 151.5
19 23 愛 知 県 151.5
21 ◎42 長 崎 県 150.9
22 33 岡 山 県 150.8
23 32 島 根 県 150.7
24 37 香 川 県 150.5
25 15 新 潟 県 150.4
26 4 宮 城 県 150.2
26 22 静 岡 県 150.2
28 19 山 梨 県 149.5
29 24 三 重 県 149.2
30 ○45 宮 崎 県 149.0
31 39 高 知 県 148.9
32 ○40 福 岡 県 148.3

全 国 147.4
33 25 滋 賀 県 147.3 ○資料出所
34 ○46 鹿児島県 147.0 厚生労働省
35 38 愛 媛 県 146.9 　「毎月勤労統計調査年報」－地方調査－
36 13 東 京 都 146.5
37 1 北 海 道 146.2 ○調査時点
37 ○47 沖 縄 県 146.2 平成３０年
39 21 岐 阜 県 145.7
40 11 埼 玉 県 143.9 ○算出方法等
40 28 兵 庫 県 143.9
42 27 大 阪 府 143.8
43 30 和歌山県 143.6
44 14 神奈川県 141.8 ○備考
45 12 千 葉 県 140.5
46 26 京 都 府 138.9
47 29 奈 良 県 137.3
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３４．有効求人倍率
（単位：倍）　

有効求人倍率 全国を下回る有効求人倍率
令和元年（2019）

1 18 福 井 県 2.18
2 16 富 山 県 2.14
2 21 岐 阜 県 2.14
4 33 岡 山 県 2.02
5 37 香 川 県 1.93
6 24 三 重 県 1.91
7 17 石 川 県 1.90
8 23 愛 知 県 1.88
9 35 山 口 県 1.87
10 32 島 根 県 1.85
11 31 鳥 取 県 1.82
11 34 広 島 県 1.82
13 8 茨 城 県 1.80
14 10 群 馬 県 1.79
15 ○43 熊 本 県 1.76
16 38 愛 媛 県 1.75
17 29 奈 良 県 1.70
18 22 静 岡 県 1.69
19 ○44 大 分 県 1.68
20 7 福 島 県 1.67
20 20 長 野 県 1.67
22 6 山 形 県 1.65
22 15 新 潟 県 1.65
24 25 滋 賀 県 1.64
25 4 宮 城 県 1.63
25 26 京 都 府 1.63
27 ○45 宮 崎 県 1.61

全 国 1.60
28 5 秋 田 県 1.60
28 19 山 梨 県 1.60
30 36 徳 島 県 1.59
31 ○41 佐 賀 県 1.57
32 9 栃 木 県 1.56
33 28 兵 庫 県 1.54
34 12 千 葉 県 1.53
34 27 大 阪 府 1.53
34 30 和歌山県 1.53
37 13 東 京 都 1.52
38 3 岩 手 県 1.51 ○資料出所
39 11 埼 玉 県 1.47 厚生労働省 「職業安定業務統計」
40 ○40 福 岡 県 1.43
40 ○46 鹿児島県 1.43 ○調査時点
42 14 神奈川県 1.40 令和元年
43 2 青 森 県 1.36
44 ◎42 長 崎 県 1.35 ○備考
45 ○47 沖 縄 県 1.34 新規学卒者を除きパートタイム労働者を含む。
46 1 北 海 道 1.29
46 39 高 知 県 1.29
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順位 都道府県名

本県の有効求人倍率は１.３５倍で、全国１.６０倍を

平成２２年以降、８年連続して上昇していたが、令和元
０.２５ポイント下回っている。

年は全国、長崎県ともに下降した。
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３５．事業所数
（単位：所）　
事業所数 卸売・小売業で２８．３％

平成28年（2016）

全 国 5,340,783
1 13 東 京 都 621,671
2 27 大 阪 府 392,940
3 23 愛 知 県 309,867
4 14 神奈川県 287,942
5 11 埼 玉 県 240,542
6 1 北 海 道 224,718
7 28 兵 庫 県 214,169
8 ○40 福 岡 県 212,649
9 12 千 葉 県 188,740
10 22 静 岡 県 172,031
11 34 広 島 県 127,057
12 8 茨 城 県 115,007
13 26 京 都 府 113,774
14 15 新 潟 県 112,948
15 20 長 野 県 106,030
16 21 岐 阜 県 98,527
17 4 宮 城 県 97,974
18 10 群 馬 県 90,231
19 9 栃 木 県 86,088
20 7 福 島 県 85,960
21 33 岡 山 県 79,870
22 24 三 重 県 77,168
23 ○46 鹿児島県 75,443
24 ○43 熊 本 県 72,144
25 ○47 沖 縄 県 64,285
26 38 愛 媛 県 63,310
27 ◎42 長 崎 県 62,028
28 35 山 口 県 61,385
29 17 石 川 県 59,770
30 3 岩 手 県 58,415 注１） 産業分類は調査時点の分類による。

31 2 青 森 県 58,116 　　 グラフ中、下記の産業については省略して表記した。

32 6 山 形 県 55,778 　　電気・ガス等 ： 電気・ガス・熱供給・水道業

33 25 滋 賀 県 55,262 　　生活,娯楽業 ： 生活関連サービス業,娯楽業

34 ○44 大 分 県 52,973 　　サービス業 ： サービス業（他に分類されないもの）

35 16 富 山 県 51,785 注２） 産業別構成比は必要な事項の数値が得られた事業所を

36 ○45 宮 崎 県 51,475 　　対象として集計した。

37 5 秋 田 県 48,769 注３） 事業所は民営である。

38 30 和歌山県 47,247
39 37 香 川 県 46,774 ○資料出所
40 29 奈 良 県 46,487 総務省・経済産業省
41 19 山 梨 県 42,387 　「平成２８年経済センサス-活動調査」
42 18 福 井 県 41,644 ○調査時点
43 ○41 佐 賀 県 37,479 平成２８年６月１日
44 36 徳 島 県 35,853
45 39 高 知 県 35,366 ○算出方法等
46 32 島 根 県 34,987 特化係数 = 長崎県の構成比 ÷ 全国の構成比
47 31 鳥 取 県 25,718

また、事業所数の産業別構成を全国と比較した特化
係数をみると、複合サービス事業、農林漁業、電気・

下、生活関連サービス業･娯楽業、医療・福祉と続いて

反面、情報通信業は０．５ポイントと低い値を示して
いる。

ガス・熱供給・水道業で高い値を示している。

いる。
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順位 都道府県名

本県の平成２８年の事業所数は６２，０２８事業所で、

資料出所・調査時点・算出方法等

事業所数の産業別構成比をみると、卸売・小売業が
２８．３％、次いで宿泊・飲食サービス業が１２．７％、以
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３６. １事業所当たり従業者数
（単位：人）　

１事業所当たり 事業所規模は微減
平成28年（2016）

1 13 東 京 都 14.5
2 23 愛 知 県 12.1
3 14 神奈川県 12.0
4 12 千 葉 県 11.2
5 27 大 阪 府 11.2
6 25 滋 賀 県 10.9
7 8 茨 城 県 10.7
8 11 埼 玉 県 10.7

全 国 10.6
9 ○40 福 岡 県 10.5
10 24 三 重 県 10.4
11 28 兵 庫 県 10.3
12 4 宮 城 県 10.3
13 33 岡 山 県 10.3
14 34 広 島 県 10.2
15 9 栃 木 県 10.2
16 26 京 都 府 10.0
17 10 群 馬 県 10.0
18 22 静 岡 県 10.0
19 16 富 山 県 9.7
20 1 北 海 道 9.6
21 ○43 熊 本 県 9.6
22 ○41 佐 賀 県 9.5
23 35 山 口 県 9.4
24 7 福 島 県 9.4
25 29 奈 良 県 9.3
26 37 香 川 県 9.2
27 ○44 大 分 県 9.1
28 15 新 潟 県 9.1
29 18 福 井 県 9.1
30 17 石 川 県 9.1
31 3 岩 手 県 9.0
32 31 鳥 取 県 9.0 注１）H21、H26は経済センサス-基礎調査、H24、H28は

33 38 愛 媛 県 9.0 　　経済センサス-活動調査の結果より、必要な事項の

34 21 岐 阜 県 8.9 　　数値が得られた事業所を対象として算出した。

35 ○46 鹿児島県 8.9 注２）事業所は民営である。

36 20 長 野 県 8.8
37 ○45 宮 崎 県 8.7
38 ◎42 長 崎 県 8.7
39 19 山 梨 県 8.6 ○資料出所
40 ○47 沖 縄 県 8.6 総務省・経済産業省
41 2 青 森 県 8.6 　「平成２８年経済センサス-活動調査」
42 6 山 形 県 8.5 ○調査時点
43 5 秋 田 県 8.5 平成２８年６月１日
44 36 徳 島 県 8.4
45 32 島 根 県 8.3 ○算出方法等
46 30 和歌山県 8.0 1事業所当たり従業者数 = 従業者数 ÷事業所数
47 39 高 知 県 7.9 　　

順位 都道府県名

本県の平成２８年の１事業所当たり従業者数は８．７人

資料出所・調査時点・算出方法等

で、平成２６年と比べると、０．１人の減となった。
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 ３７．専業農家比率（販売農家）
（単位：％）　

専業農家比率 増加を続ける専業農家比率
平成27年（2015）

1 1 北 海 道 69.83
2 ○46 鹿児島県 57.32
3 ○45 宮 崎 県 52.83
4 ○47 沖 縄 県 52.64
5 39 高 知 県 52.04 なっている。
6 30 和歌山県 47.82
7 38 愛 媛 県 46.51
8 13 東 京 都 46.47
9 19 山 梨 県 43.07
10 ○43 熊 本 県 42.21
11 ○44 大 分 県 41.52
12 10 群 馬 県 40.82
13 36 徳 島 県 40.67
14 14 神奈川県 39.66
15 35 山 口 県 39.29
16 ○40 福 岡 県 38.59
17 2 青 森 県 38.17
18 ◎42 長 崎 県 37.86
19 34 広 島 県 36.99
20 11 埼 玉 県 33.95

全 国 33.30
21 20 長 野 県 33.28
22 26 京 都 府 32.69
23 37 香 川 県 32.02
24 33 岡 山 県 31.81
25 27 大 阪 府 31.68
26 23 愛 知 県 31.67
27 ○41 佐 賀 県 31.20
28 22 静 岡 県 31.04
29 12 千 葉 県 30.60
30 29 奈 良 県 29.64
31 8 茨 城 県 29.50
32 17 石 川 県 26.24
33 31 鳥 取 県 26.09
34 9 栃 木 県 26.07
35 24 三 重 県 25.81
36 3 岩 手 県 25.45 ○資料出所
37 5 秋 田 県 25.02 農林水産省　「農林業センサス累年報告書」
38 6 山 形 県 24.39 　　　　　　　　 「２０１５年農林業センサス
39 28 兵 庫 県 23.64 農林業経営体調査報告書」
40 7 福 島 県 23.11
41 32 島 根 県 22.38 ○調査時点
42 4 宮 城 県 20.95 平成２７年２月１日
43 21 岐 阜 県 20.24
44 15 新 潟 県 19.81 ○算出方法等
45 25 滋 賀 県 19.51 専業農家比率（販売農家）＝
46 16 富 山 県 16.19 専業農家数（販売農家）÷販売農家数×１００
47 18 福 井 県 16.19
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資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の平成２７年の専業農家比率は、全国を４．５６ポ
イント上回る３７．８６％で、全国１８位である。
平成７年以降の専業農家比率は、販売農家全体の減
少傾向もあって、全国、九州、本県ともに増加傾向と
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３８．経営耕地面積
（単位：ｈａ）　

農家１戸当たり 全国の６３．４％
平成27年（2015）

1 1 北 海 道 20.29
2 5 秋 田 県 2.19
3 2 青 森 県 2.10
4 6 山 形 県 1.88
5 9 栃 木 県 1.71
6 15 新 潟 県 1.62
7 4 宮 城 県 1.60

全 国 1.42
8 3 岩 手 県 1.39
9 7 福 島 県 1.31
10 12 千 葉 県 1.29
11 8 茨 城 県 1.28
12 16 富 山 県 1.28
13 ○43 熊 本 県 1.24
14 17 石 川 県 1.20
15 25 滋 賀 県 1.19
16 ○47 沖 縄 県 1.18
17 ○45 宮 崎 県 1.15
18 ○46 鹿児島県 1.15
19 ○41 佐 賀 県 1.13
20 18 福 井 県 1.07
21 ○40 福 岡 県 1.04
22 ◎42 長 崎 県 0.90
23 24 三 重 県 0.90
24 10 群 馬 県 0.88
25 ○44 大 分 県 0.86
26 11 埼 玉 県 0.83
27 31 鳥 取 県 0.81
28 30 和歌山県 0.78
29 38 愛 媛 県 0.75
30 35 山 口 県 0.72
31 22 静 岡 県 0.72
32 39 高 知 県 0.69
33 33 岡 山 県 0.68
34 32 島 根 県 0.66
35 23 愛 知 県 0.66 ○資料出所
36 26 京 都 府 0.65 「農林業センサス累年統計書」
37 20 長 野 県 0.65 「２０１５農林業センサス　
38 36 徳 島 県 0.64 農林業経営体調査報告書」
39 28 兵 庫 県 0.62
40 34 広 島 県 0.56 ○調査時点
41 37 香 川 県 0.56 平成２７年２月１日
42 29 奈 良 県 0.53
43 14 神奈川県 0.52 ○算出方法等
44 21 岐 阜 県 0.52 農家１戸当たりの経営耕地面積＝
45 19 山 梨 県 0.48 経営耕地のある農家の経営耕地総面積÷総農家数
46 13 東 京 都 0.44
47 27 大 阪 府 0.35
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資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

農林水産省a

積は０．９０ヘクタール（全国の６３．４％)で、全国
本県の平成２７年の農家1戸当たりの経営耕地面

２２位となっている。
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 ３９．農業産出額
（単位：億円）　
農業産出額 農業産出額は全国２２位
平成30年（2018）

全 国 93,051
1 1 北 海 道 12,593
2 ○46 鹿児島県 4,863
3 8 茨 城 県 4,508
4 12 千 葉 県 4,259
5 ○45 宮 崎 県 3,429
6 ○43 熊 本 県 3,406
7 2 青 森 県 3,222
8 23 愛 知 県 3,115
9 9 栃 木 県 2,871
10 3 岩 手 県 2,727
11 20 長 野 県 2,616
12 6 山 形 県 2,480
13 15 新 潟 県 2,462
14 10 群 馬 県 2,454
15 ○40 福 岡 県 2,124
16 22 静 岡 県 2,120
17 7 福 島 県 2,113
18 4 宮 城 県 1,939
19 5 秋 田 県 1,843
20 11 埼 玉 県 1,758
21 28 兵 庫 県 1,544
22 ◎42 長 崎 県 1,499
23 33 岡 山 県 1,401
24 ○41 佐 賀 県 1,277
25 ○44 大 分 県 1,259
26 38 愛 媛 県 1,233
27 34 広 島 県 1,187
28 39 高 知 県 1,170
29 30 和歌山県 1,158
30 24 三 重 県 1,113
31 21 岐 阜 県 1,104
32 ○47 沖 縄 県 988
33 36 徳 島 県 981
34 19 山 梨 県 953 ○資料出所
35 37 香 川 県 817 農林水産省 「生産農業所得統計」
36 31 鳥 取 県 743
37 26 京 都 府 704 ○調査時点
38 14 神奈川県 697 平成３０年
39 35 山 口 県 654
40 16 富 山 県 651 ○算出方法等
41 25 滋 賀 県 641 農業産出額＝
42 32 島 根 県 612 （農産物生産数量－中間生産物数量）
43 17 石 川 県 545 ×農家庭先販売価格
44 18 福 井 県 470
45 29 奈 良 県 407 中間生産物＝種子、飼料など収穫量のうち再び農
46 27 大 阪 府 332 業に仕向けられるもの
47 13 東 京 都 240
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

本県の平成３０年の農業産出額は、１,４９９億円で､
その構成を見ると､米､野菜､肉用牛が全体の５５.６％を
占めている｡a
農業産出額の推移は､平成２６年以降増加していた

が、平成30年は前年より１３３億円減少した。

1,240

1,260

1,280

1,300

1,320

1,340

1,360

1,380

1,400

1,420

1,440

1,460

1,480

1,500

1,520

1,540

1,560

1,580

1,600

1,620

1,640

1,660

H26 27 28 29 30年

億円

農業産出額の推移

0

60

40

20



４０．温州みかん収穫量
（単位：ｔ）　

温州みかん収穫量 平成３０年収穫量は全国５位
平成30年（2018）

全 国 773,700
1 30 和歌山県 155,600
2 22 静 岡 県 114,500 あった。
3 38 愛 媛 県 113,500
4 ○43 熊 本 県 90,400
5 ◎42 長 崎 県 49,700
6 ○41 佐 賀 県 48,500
7 23 愛 知 県 29,400
8 34 広 島 県 23,700
9 ○40 福 岡 県 20,200
10 24 三 重 県 17,900
11 14 神奈川県 17,200
12 ○44 大 分 県 12,900
13 27 大 阪 府 12,700
13 36 徳 島 県 12,700
15 37 香 川 県 12,600
16 ○46 鹿児島県 11,200
17 ○45 宮 崎 県 10,000
18 35 山 口 県 7,070
19 39 高 知 県 6,770
20 28 兵 庫 県 1,920
21 12 千 葉 県 1,260

1 北 海 道 -
2 青 森 県 -
3 岩 手 県 -
4 宮 城 県 -
5 秋 田 県 -
6 山 形 県 -
7 福 島 県 -
8 茨 城 県 -
9 栃 木 県 -
10 群 馬 県 -
11 埼 玉 県 -
13 東 京 都 - 資料出所・調査時点・算出方法等
15 新 潟 県 - ○資料出所
16 富 山 県 - 農林水産省　「果樹生産出荷統計」
17 石 川 県 -
18 福 井 県 -
19 山 梨 県 - ○調査時点
20 長 野 県 - 平成３０年
21 岐 阜 県 -
25 滋 賀 県 -
26 京 都 府 - ○備考
29 奈 良 県 - 当該調査は６年に１度の全国調査時以外は主産県
31 鳥 取 県 - のみ調査を行なうため、該当数値が無い県がある。
32 島 根 県 - （直近の全国調査は平成２６年）
33 岡 山 県 -
○47 沖 縄 県 -

順位 都道府県名

平成３０年の温州みかん収穫量は、４９,７００ｔで全国
第５位であった。平成２１年以降、一番少ない収穫量で

- 40 -

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年

ｔ
温州みかん収穫量の推移

0

5,000



４１．漁業経営体数
（単位：経営体）　
漁業経営体数 １０年間でおよそ３割の減少
平成30年（2018）

全 国 79,067
1 1 北 海 道 11,089
2 ◎42 長 崎 県 5,998
3 2 青 森 県 3,702
4 38 愛 媛 県 3,444
5 3 岩 手 県 3,406
6 24 三 重 県 3,178
7 ○46 鹿児島県 3,115
8 35 山 口 県 2,858
9 ○43 熊 本 県 2,829
10 ○47 沖 縄 県 2,733
11 28 兵 庫 県 2,712
12 ○40 福 岡 県 2,386
13 4 宮 城 県 2,326
14 22 静 岡 県 2,200
15 34 広 島 県 2,162
16 23 愛 知 県 1,924
17 ○44 大 分 県 1,914
18 12 千 葉 県 1,796
19 ○41 佐 賀 県 1,609
20 39 高 知 県 1,599
21 30 和歌山県 1,581
22 32 島 根 県 1,576
23 15 新 潟 県 1,338
24 36 徳 島 県 1,321
25 17 石 川 県 1,255
26 37 香 川 県 1,234
27 14 神奈川県 1,005
28 ○45 宮 崎 県 950
29 33 岡 山 県 872
30 18 福 井 県 816 ○資料出所
31 26 京 都 府 636 農林水産省　 「２０１５年漁業センサス」　
32 5 秋 田 県 632
33 31 鳥 取 県 586
34 27 大 阪 府 519 ○調査時点
35 13 東 京 都 512
36 7 福 島 県 377
37 8 茨 城 県 343
38 6 山 形 県 284 ○算出方法等
39 16 富 山 県 250 漁業経営体数＝個人経営体数＋団体経営体数

9 栃 木 県 … 
10 群 馬 県 … 
11 埼 玉 県 … ○備考
19 山 梨 県 … 該当数値のない県は海に面していない。
20 長 野 県 … 
21 岐 阜 県 … 年間の漁業海上作業従事日数が３０日未満の個人
25 滋 賀 県 … 経営体は含まない。
29 奈 良 県 … 
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

平成３０年１１月１日

５,９９８経営体で、全国に占める割合は７．６％であり、
本県の平成３０年における海面漁業の経営体数は

北海道に次ぎ第２位である。
経営体数の推移を見ると減少が続いており、１０年前
と比べ２,８５１経営体（３２.２％）減少している。
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（単位：人）　
人口千人当たり 減少率は全国を上回る
平成30年（2018）

1 ◎42 長 崎 県 8.77
2 2 青 森 県 6.65
3 3 岩 手 県 5.10
4 39 高 知 県 4.67
5 1 北 海 道 4.61
6 38 愛 媛 県 4.58
7 ○41 佐 賀 県 4.48
8 ○46 鹿児島県 3.79
9 32 島 根 県 3.70
10 24 三 重 県 3.41
11 ○43 熊 本 県 3.07
12 ○44 大 分 県 3.02
13 35 山 口 県 2.86
14 36 徳 島 県 2.78
15 4 宮 城 県 2.69
16 30 和歌山県 2.57
17 ○47 沖 縄 県 2.55
18 17 石 川 県 2.11
19 ○45 宮 崎 県 2.04
20 31 鳥 取 県 2.01
21 37 香 川 県 1.99
22 18 福 井 県 1.72
23 22 静 岡 県 1.32

全 国 1.20
24 34 広 島 県 1.18
25 16 富 山 県 1.16
26 28 兵 庫 県 0.88
27 15 新 潟 県 0.87
28 ○40 福 岡 県 0.86
29 5 秋 田 県 0.79
30 33 岡 山 県 0.69
31 12 千 葉 県 0.59
32 7 福 島 県 0.58
33 23 愛 知 県 0.45
34 8 茨 城 県 0.41
35 26 京 都 府 0.36 ○資料出所
36 6 山 形 県 0.34 農林水産省 　「漁業センサス」
37 14 神奈川県 0.20
38 27 大 阪 府 0.10 ○調査時点
39 13 東 京 都 0.06 平成３０年１１月１日

9 栃 木 県 …
10 群 馬 県 … ○算出方法等
11 埼 玉 県 … 人口千人当たり海面漁業就業者数＝
19 山 梨 県 … 海面漁業就業者数÷総人口×１，０００
20 長 野 県 …
21 岐 阜 県 … ○備考
25 滋 賀 県 … 該当数字のない県は海に面していない。
29 奈 良 県 …

４２．漁業就業者数

順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

本県の平成３０年における人口千人当たり海面漁業
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就業者数は８.７７人で、全国１位である。

また、海面漁業就業者数は１１,７６２人で、北海道の
２４,３７８人に次いで全国２位となっている。
前回調査結果に対する減少率は△１７.８％で、全国
の△１６.２％を上回っている。
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４３．漁船隻数
（単位：隻）　
漁船隻数

平成30年（2018）

全 国 132,201
1 1 北 海 道 19,142
2 ◎42 長 崎 県 9,913
3 24 三 重 県 6,582
4 38 愛 媛 県 6,058
5 3 岩 手 県 5,791
6 4 宮 城 県 5,318
7 28 兵 庫 県 5,167
8 ○46 鹿児島県 4,905
9 2 青 森 県 4,860
10 ○41 佐 賀 県 4,855
11 ○43 熊 本 県 4,800
12 ○40 福 岡 県 4,625
13 35 山 口 県 3,865
14 34 広 島 県 3,314
15 23 愛 知 県 3,154
16 ○44 大 分 県 3,127
17 12 千 葉 県 3,084
18 22 静 岡 県 3,079
19 ○47 沖 縄 県 2,947
20 37 香 川 県 2,587
21 39 高 知 県 2,524
22 36 徳 島 県 2,381
23 30 和歌山県 2,327
24 32 島 根 県 2,231
25 15 新 潟 県 1,896
26 17 石 川 県 1,814
27 14 神奈川県 1,779
28 33 岡 山 県 1,736
29 ○45 宮 崎 県 1,438
30 18 福 井 県 1,235
31 26 京 都 府 983 ○資料出所
32 5 秋 田 県 888 農林水産省 　「２０１５年漁業センサス」
33 27 大 阪 府 778
34 31 鳥 取 県 680
35 13 東 京 都 548 ○調査時点
36 16 富 山 県 486 平成３０年１１月１日
37 8 茨 城 県 465
38 7 福 島 県 444
39 6 山 形 県 395 ○算出方法等

9 栃 木 県 … 漁船＝
10 群 馬 県 …
11 埼 玉 県 …
19 山 梨 県 … ける灯船、魚群探索船等）を含む。
20 長 野 県 …
21 岐 阜 県 … ○備考
25 滋 賀 県 … 該当数値のない県は海に面していない。
29 奈 良 県 …

調査日現在経営体が保有しているもので、
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漁船隻数は全国２位

のをいい、主船のほかに付属船（まき網にお

前回調査と比べると、２,１１２隻、１７.６％減少してい

本県の平成３０年における漁船隻数は、９,９３１隻
で、北海道に次ぎ全国２位となっている。

順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

過去１年間に漁業生産のために使用したも
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（単位：百万円）　
海面漁業産出額 減少傾向にある産出額
平成30年（2018）

全 国 937,712    本県の平成３０年の海面漁業（養殖業除く）産出額は
1 1 北 海 道 238,189 ６３,６２０百万円で、全国２位であった。
2 ◎42長 崎 県 63,620 　 平成２０年を境に、漁業産出額は減少傾向にある。
3 4 宮 城 県 56,319
4 22 静 岡 県 52,852
5 2 青 森 県 41,158
6 3 岩 手 県 28,652
7 28 兵 庫 県 27,844
8 39 高 知 県 26,847
9 24 三 重 県 25,871
10 ○45 宮 崎 県 24,152
11 12 千 葉 県 23,720
12 ○46 鹿児島県 22,767
13 32 島 根 県 21,714
14 31 鳥 取 県 21,451
15 38 愛 媛 県 20,309
16 17 石 川 県 17,355
17 23 愛 知 県 17,297
18 14 神奈川県 16,433
19 16 富 山 県 13,645
20 ○40 福 岡 県 13,066
21 35 山 口 県 13,057
22 ○47 沖 縄 県 12,746
23 ○44 大 分 県 12,732
24 15 新 潟 県 12,145
25 7 福 島 県 9,666
26 18 福 井 県 9,150
27 37 香 川 県 8,133
28 30 和歌山県 7,909
29 36 徳 島 県 6,492
30 ○43 熊 本 県 6,254
31 34 広 島 県 6,066
32 ○41 佐 賀 県 5,103
33 27 大 阪 府 4,472 ○資料出所
34 5 秋 田 県 2,905 農林水産省「漁業産出額」
35 26 京 都 府 2,621
36 6 山 形 県 2,156 ○調査時点
37 33 岡 山 県 2,064 平成３０年

8 茨 城 県 χ 
13 東 京 都 χ ○算出方法等
9 栃 木 県 … 海面漁業生産統計調査結果から得られる魚種別生
10 群 馬 県 … 産量に(一社)漁業情報サービスセンター、主要産地
11 埼 玉 県 … の市場、関係団体等から得られる魚種別価格を乗じ
19 山 梨 県 … て農林水産省が推計。
20 長 野 県 … 
21 岐 阜 県 … ○備考
25 滋 賀 県 … 該当数値のない県は海に面していない。
29 奈 良 県 … 

順位 都道府県名

４４．海面漁業産出額

資料出所・調査時点・算出方法等

- 44 -

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年

百万円

海面漁業生産額の推移

0



４５.民営飲食店数
（単位：店）　

人口千人当たり 飲み屋の割合が多い
平成28年（2016）

1 ○47 沖 縄 県 7.36
2 39 高 知 県 6.80
3 13 東 京 都 6.32
4 ○45 宮 崎 県 6.19
5 19 山 梨 県 5.90
6 27 大 阪 府 5.82
7 17 石 川 県 5.79 ※１「管理、補助的経済活動を行う事業所」および「持ち帰り・配達

8 18 福 井 県 5.72 　　飲食サービス業」は含まない

9 2 青 森 県 5.58 ※２「酒場,ビヤホール」と「バー,キャバレー,ナイトクラブ」の合計

10 20 長 野 県 5.56
11 21 岐 阜 県 5.53
12 36 徳 島 県 5.49
13 1 北 海 道 5.42
14 28 兵 庫 県 5.39
15 26 京 都 府 5.38
16 ○44 大 分 県 5.34
17 6 山 形 県 5.32
18 30 和歌山県 5.28
19 ○41 佐 賀 県 5.26
20 22 静 岡 県 5.24
21 ○46 鹿児島県 5.19
22 37 香 川 県 5.19
23 23 愛 知 県 5.18
24 ○40 福 岡 県 5.15
25 5 秋 田 県 5.14
26 ◎42 長 崎 県 5.10

全 国 5.07
27 34 広 島 県 5.07
28 38 愛 媛 県 5.06 注）グラフ中、下記の業種については省略して表記した

29 15 新 潟 県 5.05 食堂，レストラン：食堂，レストラン（専門料理店を除く）

30 31 鳥 取 県 5.04 バー，キャバレー：バー，キャバレー，ナイトクラブ

31 3 岩 手 県 4.88 持ち帰り飲食：持ち帰り飲食サービス業

32 9 栃 木 県 4.88 配達飲食：配達飲食サービス業

33 16 富 山 県 4.87
34 32 島 根 県 4.80
35 35 山 口 県 4.78 ○資料出所
36 7 福 島 県 4.73 総務省・経済産業省
37 10 群 馬 県 4.69 　「平成２８年経済センサス-活動調査」
38 24 三 重 県 4.64 ○調査時点
39 4 宮 城 県 4.56 平成２８年６月１日
40 ○43 熊 本 県 4.22
41 33 岡 山 県 4.18 ○算出方法等
42 8 茨 城 県 4.15 人口千人当たり飲食店数＝
43 14 神奈川県 3.98 民営飲食店数 ÷ 総人口 × １，０００
44 25 滋 賀 県 3.85
45 12 千 葉 県 3.78 ○備考
46 11 埼 玉 県 3.71
47 29 奈 良 県 3.56 付不能の事業所」を除く。

３，０９２店と４９．１％を占め、全国の３７．５％を１１．６
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順位 都道府県名

本県の平成２８年の人口千人当たりの民営飲食店数
は５．１０店で、全国２６位となり、全国より０．０３店多い。

「管理，補助的経済活動を行う事業所」及び「格

資料出所・調査時点・算出方法等

ポイント上回っている。

また、本県の飲食店６，３００店※１のうち、飲み屋※２は
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４６．民営事業所数（卸売・小売業）
（単位：事業所）　
人口千人当たり 卸売・小売業の民営事業所数は全国１０位
平成28年（2016）

1 39 高 知 県 11.49
2 32 島 根 県 11.46
3 18 福 井 県 11.32
4 30 和歌山県 11.18
5 6 山 形 県 11.10 事業所であった。
6 5 秋 田 県 11.04
7 17 石 川 県 10.87
8 16 富 山 県 10.86
9 15 新 潟 県 10.82
10 ◎42 長 崎 県 10.70
11 37 香 川 県 10.69
12 ○46 鹿児島県 10.58
13 ○45 宮 崎 県 10.44
14 36 徳 島 県 10.38
15 ○41 佐 賀 県 10.37
16 3 岩 手 県 10.30
17 2 青 森 県 10.29
18 38 愛 媛 県 10.23
19 19 山 梨 県 10.19
20 ○44 大 分 県 10.04
21 31 鳥 取 県 10.00
22 35 山 口 県 9.95
23 20 長 野 県 9.87
24 21 岐 阜 県 9.87
25 34 広 島 県 9.83
26 22 静 岡 県 9.81
27 7 福 島 県 9.73
28 4 宮 城 県 9.47
29 10 群 馬 県 9.39
30 9 栃 木 県 9.31
31 ○40 福 岡 県 9.18
32 ○43 熊 本 県 9.11
33 24 三 重 県 8.93
34 33 岡 山 県 8.90
35 26 京 都 府 8.67
36 1 北 海 道 8.60 ○資料出所

全 国 8.55 総務省・経済産業省
37 27 大 阪 府 8.45 「平成２８年経済センサス-活動調査
38 8 茨 城 県 8.41 卸売業，小売業　産業編（市区町村表）」
39 ○47 沖 縄 県 8.24 ○調査時点
40 23 愛 知 県 8.18 平成２８年６月１日
41 13 東 京 都 8.10
42 25 滋 賀 県 7.70 ○算出方法等
43 28 兵 庫 県 7.60 人口千人当たり事業所数＝
44 29 奈 良 県 7.10 事業所数 ÷ 総人口 ×１，０００
45 11 埼 玉 県 6.27 ○備考
46 12 千 葉 県 6.08
47 14 神奈川県 5.61 付不能の事業所」を除く。
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「管理，補助的経済活動を行う事業所」及び「格

本県の卸売・小売業の民営事業所数は１４，７３７事業

所で、うち卸売業が３，０２０事業所、小売業が１１，７１７

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

本県の平成２８年の卸売・小売業の人口千人当たり
民営事業所数は１０．７０事業所で、全国１０位であった。
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４７．年間商品販売額（卸売・小売業）
（単位：億円）　
年間商品販売額 卸売業、小売業ともに増加
平成27年（2015）

全 国 5,816,263
1 13 東 京 都 1,996,868
2 27 大 阪 府 600,334
3 23 愛 知 県 437,258
4 ○40 福 岡 県 228,347
5 14 神奈川県 225,440
6 1 北 海 道 188,917
7 11 埼 玉 県 183,481 加し、小売業は４８．２％から４５．６％へ減少した。
8 28 兵 庫 県 159,457
9 12 千 葉 県 135,052
10 34 広 島 県 124,765
11 4 宮 城 県 121,506
12 22 静 岡 県 114,936
13 26 京 都 府 78,059
14 10 群 馬 県 72,670
15 8 茨 城 県 71,637
16 15 新 潟 県 70,157
17 20 長 野 県 58,463
18 9 栃 木 県 58,255
19 33 岡 山 県 56,371
20 7 福 島 県 49,009
21 21 岐 阜 県 48,405
22 ○46 鹿児島県 44,492
23 ○43 熊 本 県 42,923
24 17 石 川 県 41,619
25 38 愛 媛 県 40,398
26 24 三 重 県 39,935
27 37 香 川 県 37,884
28 3 岩 手 県 35,006
29 2 青 森 県 33,804
30 16 富 山 県 33,110
31 ◎42 長 崎 県 32,420
32 35 山 口 県 31,309 注）グラフの年次は調査年で記載。

33 ○47 沖 縄 県 29,154 　　H16、H19、H26…商業統計調査

34 ○45 宮 崎 県 29,096 　　H24、H28…経済センサス-活動調査

35 25 滋 賀 県 26,823
36 6 山 形 県 25,881
37 ○44 大 分 県 25,799 ○資料出所
38 5 秋 田 県 23,957 経済産業省「商業統計表」
39 30 和歌山県 22,430 総務省 ・経済産業省 
40 29 奈 良 県 21,003 　「平成２８年経済センサス-活動調査
41 18 福 井 県 20,753 卸売業，小売業　産業編（都道府県表）」
42 19 山 梨 県 19,526
43 ○41 佐 賀 県 17,565 ○調査時点
44 36 徳 島 県 16,616 平成２８年６月１日
45 39 高 知 県 16,276   （年間商品販売額は、平成２７年１月１日
46 32 島 根 県 15,768 ～１２月３１日の販売額を調査）
47 31 鳥 取 県 13,333

円で、平成２６年に比べ、３，１８６億円（２２．０％）の増
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資料出所・調査時点・算出方法等

加とな り 、小売業では１兆 ４ ， ７ ８ ４億円で、同

また、構成比は、卸売業が５１．８％から５４．４％に増
１，３５６億円（１０．１％）の増加となった。

順位 都道府県名

本県の平成２７年の年間商品販売額は、３兆２，４２０

卸売・小売業別にみると、卸売業では、１兆７，６３６億
億円で全国３１位となっている。a
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４８．製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所）
（単位：億円）　

製造品出荷額等 製造品出荷額等は全国４０位
平成30年（2018）

全 国 3,318,094
1 23 愛 知 県 487,220
2 14 神奈川県 184,431 △２.２％の減少となった。
3 27 大 阪 府 175,615
4 22 静 岡 県 175,395
5 28 兵 庫 県 165,067
6 11 埼 玉 県 141,470
7 12 千 葉 県 131,432
8 8 茨 城 県 130,360
9 24 三 重 県 112,079
10 ○40 福 岡 県 102,379
11 34 広 島 県 100,397
12 9 栃 木 県 92,111
13 10 群 馬 県 91,360
14 33 岡 山 県 83,543
15 25 滋 賀 県 80,744
16 13 東 京 都 75,777
17 35 山 口 県 67,012
18 20 長 野 県 64,659
19 1 北 海 道 63,276
20 26 京 都 府 59,077
21 21 岐 阜 県 58,897
22 7 福 島 県 52,465
23 15 新 潟 県 50,674
24 4 宮 城 県 46,656
25 ○44 大 分 県 44,390
26 38 愛 媛 県 42,640
27 16 富 山 県 40,320
28 17 石 川 県 31,409
29 6 山 形 県 28,654 ○資料出所
30 ○43 熊 本 県 28,451 経済産業省　「工業統計表（産業編）」
31 37 香 川 県 27,695 総務省・経済産業省　「平成２８年経済センサス-
32 30 和歌山県 27,280 活動調査　製造業（産業編）」
33 3 岩 手 県 27,272 ○調査時点
34 19 山 梨 県 25,881
35 18 福 井 県 22,494
36 29 奈 良 県 21,733 ○備考
37 ○46 鹿児島県 20,699 ・当表の製造品出荷額等は、平成３０年１年間にお
38 ○41 佐 賀 県 20,649   ける製造品出荷額、加工賃収入額、くず及び廃物
39 36 徳 島 県 18,534   の出荷額およびその他収入額の合計である。
40 ◎42 長 崎 県 17,890 ・平成２７年の数値は平成２８年経済センサス‐活動
41 2 青 森 県 17,793 　調査の「製造業に関する集計」の調査結果を工業
42 ○45 宮 崎 県 17,140 　統計調査の範囲に合わせて集計したものであり、
43 5 秋 田 県 13,358 　厳密には工業統計調査の数値と連結しない部分
44 32 島 根 県 12,732 　があるため、利用にあたっては留意されたい。
45 31 鳥 取 県 8,055
46 39 高 知 県 5,945
47 ○47 沖 縄 県 4,986
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令和1年6月1日

資料出所・調査期日・算出方法等

順位 都道府県名

円で全国４０位となっており、平成２９年に比べ４０５億円
本県の平成３０年製造品出荷額等は、１兆７,８９０億

注１：「27」の数値は経済センサス‒活動調査の数値、その他の年は工業統計の数値である。
　　　なお、個人経営調査票による調査分を含まない。
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４９．陶磁器製和飲食器出荷額
（単位：百万円）　
出荷額 全国３位の出荷額

平成30年（2018）

全 国 29,865
1 21 岐 阜 県 12,606
2 ○41 佐 賀 県 5,564
3 ◎42 長 崎 県 5,084
4 23 愛 知 県 1,317
5 17 石 川 県 1,064
6 26 京 都 府 776
7 9 栃 木 県 615
8 24 三 重 県 553
9 35 山 口 県 371
10 25 滋 賀 県 354
11 ◯47 沖 縄 県 334
12 32 島 根 県 221
13 38 愛 媛 県 196
14 ○40 福 岡 県 156
15 ◯43 熊 本 県 126
16 ◯44 大 分 県 120
17 33 岡 山 県 99
18 8 茨 城 県 59
19 28 兵 庫 県 43

1 北 海 道 χ
2 青 森 県 χ
3 岩 手 県 χ
4 宮 城 県 χ
7 福 島 県 χ
11 埼 玉 県 χ
14 神奈川県 χ
15 新 潟 県 χ
27 大 阪 府 χ
29 奈 良 県 χ
31 鳥 取 県 χ ○資料出所
◯46 鹿児島県 χ 経済産業省　「工業統計表」
5 秋 田 県 - 総務省　「平成２８年経済センサス-活動調査」
6 山 形 県 -
10 群 馬 県 - ○調査時点
12 千 葉 県 -
13 東 京 都 -
16 富 山 県 - ○備考
18 福 井 県 -
19 山 梨 県 -
20 長 野 県 -
22 静 岡 県 -
30 和歌山県 -
34 広 島 県 -
36 徳 島 県 -
37 香 川 県 -
39 高 知 県 -

◯45 宮 崎 県 -

り、順位については秘匿の府県を除いた順位で

令和1年6月1日
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ある。

当たっては留意されたい。

のを使用しており、調査時点の違いなどから厳密
果を工業統計調査の範囲に合わせて集計したも
ス-活動調査の「製造業に関する集計」の調査結
なお、平成２７年の数値は平成２８年経済センサ

には数値が連結しない部分があるため、利用に

本県の平成３０年陶磁器製和飲食器出荷額は、

順位 都道府県名

で、全国３位となっている。

　 従業者４人以上の事業所についての結果であ

阜県（４２ . ２％）、２位の佐賀県（１８ . ６％）に次い
５,０８４百万円で全国の１７.０％を占め、１位の岐

資料出所・調査時点・算出方法等
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５０．建設工事費
（単位：百万円）　
建設工事費 建設工事費は約５,４４９億円

令和元年度（2019）

全 国 55,257,860
1 13 東 京 都 7,582,653
2 14 神奈川県 3,550,423
3 23 愛 知 県 3,131,825 ％（全国４０.９％）となっている。
4 1 北 海 道 2,913,748
5 27 大 阪 府 2,839,171
6 12 千 葉 県 2,215,527
7 11 埼 玉 県 2,130,591
8 ○40 福 岡 県 1,855,220
9 28 兵 庫 県 1,695,816
10 22 静 岡 県 1,569,124
11 4 宮 城 県 1,439,573
12 7 福 島 県 1,428,132
13 8 茨 城 県 1,247,442
14 34 広 島 県 1,093,460
15 3 岩 手 県 1,017,839
16 15 新 潟 県 1,011,717
17 ○47 沖 縄 県 990,573
18 26 京 都 府 988,513
19 ○43 熊 本 県 939,481
20 21 岐 阜 県 898,759
21 20 長 野 県 852,564
22 10 群 馬 県 827,179
23 18 福 井 県 812,104
24 24 三 重 県 802,414
25 ○46 鹿児島県 749,288
26 9 栃 木 県 736,948
27 33 岡 山 県 732,144
28 17 石 川 県 631,448
29 2 青 森 県 609,189
30 35 山 口 県 598,448
31 25 滋 賀 県 578,282
32 ◎42 長 崎 県 544,851
33 38 愛 媛 県 540,677
34 6 山 形 県 513,770
35 5 秋 田 県 513,031
36 16 富 山 県 477,233
37 ○44 大 分 県 464,986
38 30 和歌山県 445,965 ○資料出所
39 19 山 梨 県 423,508 国土交通省 「建設総合統計年度報」
40 39 高 知 県 408,635
41 ○45 宮 崎 県 403,929 ○調査時点
42 37 香 川 県 383,587 令和元年度
43 32 島 根 県 378,366
44 ○41 佐 賀 県 377,249 ○備考
45 36 徳 島 県 342,306
46 29 奈 良 県 323,450 ベースの数字である。
47 31 鳥 取 県 246,722
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順位 都道府県名

資料出所・調査時点・算出方法等

民間・公共機関発注の建築・土木工事の出来高

本県は全国で３２番目の建設工事費となっており

なお、建設工事費に占める公共工事の割合は５６.４
その割合は全国の約１．０％となっている。



５１．ホテル・旅館の客室数
（単位：室）　
１施設当たり ホテル・旅館１施設当たり３６.０室
平成30年度（2018）

1 27 大 阪 府 74.7
2 13 東 京 都 72.0 ３３.3室）で、全国平均を上回り全国１１位となっている。
3 23 愛 知 県 54.9
4 ○40 福 岡 県 50.1
5 4 宮 城 県 45.1
6 12 千 葉 県 44.1
7 26 京 都 府 42.1
8 34 広 島 県 41.5
9 1 北 海 道 38.7
10 14 神奈川県 38.4
11 ◎42 長 崎 県 36.0
12 16 富 山 県 35.9
13 17 石 川 県 35.8
14 38 愛 媛 県 34.7
15 ○47 沖 縄 県 34.6
16 37 香 川 県 34.4
17 ○45 宮 崎 県 34.0
18 11 埼 玉 県 33.7

全 国 33.3
19 28 兵 庫 県 30.4
20 2 青 森 県 30.3
21 33 岡 山 県 30.2
22 25 滋 賀 県 29.6
23 5 秋 田 県 28.8
24 8 茨 城 県 28.7
25 ○46 鹿児島県 28.6
26 ○41 佐 賀 県 27.8
27 39 高 知 県 27.7
28 7 福 島 県 27.1
29 3 岩 手 県 26.5
30 35 山 口 県 26.0
31 32 島 根 県 25.6
32 10 群 馬 県 25.5
33 9 栃 木 県 25.3
34 6 山 形 県 24.7
35 30 和歌山県 24.3
36 22 静 岡 県 24.1
37 31 鳥 取 県 24.0 ○資料出所
38 20 長 野 県 23.8 厚生労働省　「衛生行政報告例」
39 24 三 重 県 22.8
40 21 岐 阜 県 22.7 ○調査時点
41 29 奈 良 県 22.6 平成３１年３月３１日
42 ○43 熊 本 県 22.4
43 ○44 大 分 県 22.2 ○算出方法等
44 15 新 潟 県 21.0 １施設当たりホテル・旅館の客室数＝
45 19 山 梨 県 19.2 旅館・ホテル営業客室数÷
46 36 徳 島 県 18.7 旅館・ホテル営業施設数
47 18 福 井 県 16.6

資料出所・調査時点・算出方法等

順位 都道府県名

ホテル・旅館の１施設当たりの客室数は３６.０室（全国
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